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※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

昭和33年度
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 の 種 類

民 間 活 用 の 状 況

別添１０－１

法非適用

温泉事業

6

事 業 開 始 年 度

施 設 名

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

機械警備業務、各種機器等の保守点検業務を委託

なし

なし

～

磐梯熱海温泉施設

郡山市観光施設事業経営戦略

策 定 日

事 業 の 内 容
　市が保有する磐梯熱海温泉５源泉の管理・運営を行い、２ヶ所ある配湯所からの集中管理方式に
より、旅館等各温泉施設へ配湯を行う。旅館等各温泉施設からの温泉使用料を原資に、施設・設備
等の修繕や更新工事を行う。

事 業 名

団 体 名 郡山市

熱海温泉事業

職 員 数

事　業　形　態

計 画 期 間



（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１） 宿泊客数（観光客数）の見通し

　R６ 93%

※各年12月末現在

企業債残高対料金収入比
率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R４ 0% 　R５ 0%

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　令和２年４月から令和５年６月まで、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が多大であった各旅館等に対する支援策として、温
泉使用料を2/3減免した。令和４年度までの温泉使用料の減免分については、新型コロナ地方創生臨時交付金措置がなされたこ
とから、交付金措置のなかった令和５年度を除き、収益的収支比率は140％を確保しており、経営的には安定した状態である。

　R６ 0%

　R６ 0%

140%

128%　R４

年 間 利 用 状 況
※ 単 位 を 明 記 す る こ と
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

昭和56年4月1日

　R６

　R６

　R６

　R４ 9,246戸

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

98%

98%

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　R４ 90% 　R５ 0%

有形固定資産減価償却率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　R４ 96% 　R５ 94%

　磐梯熱海温泉の観光客の入込数は、新型コロナウイルス感染症の影響で令和3年に大きく減少したが、令和５年５月の５類感染
症への移行後、徐々に増加傾向にあり、今後は、コロナ禍前と同水準まで回復するものと見込まれる。

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

郡山市熱海温泉事業条例第11条に基づき温泉使用料を算出
【営業用】
　基本料金：給湯許可量(給湯権利単位(ℓ/分)×温泉量(15㎥))×3,000円
　超過料金：超過給湯量(㎥)×220円
【自家用】
　基本料金：給湯許可量(給湯権利単位(ℓ/分)×温泉量(15㎥))×4,500円
　超過料金：超過給湯量(㎥)×330円

　R４

9,796戸

140%

50%

　R５

　R５

　R５

9,821戸
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（２）

（３）

（４）

※各年３月検針日現在

【熱海温泉事業所】
　昭和55年度に建設したRC造の建物であるが、「郡山市公共施設等総合管理計画　個別施設計画」において、サービス評価を「継
続」、建物評価を「維持補修」としていることから、補修等を行いながら施設を維持する方針である。

【配湯管・電気設備・機械設備等】
　第一配湯所(1981年稼働)、第二配湯所(1992年稼働)から集中管理方式により各旅館等へ給湯しているが、配湯管をはじめ電気
設備・機械設備等の耐用年数が過ぎていることから、温泉供給設備(配湯管)高効率化改修工事の実施や設備の交換修繕を進め
ている。しかしながら、全面的な改修には複数年の工期を要することから、計画的な財務運営を図りながら改修を行う必要がある。

　施設の管理運営については、宿日直職員の配置により24時間の管理体制を行ってきたが、遠隔監視システムの導入により令和
５年10月から宿日直を廃止し、職員数については３名減の６名(再任用３名、会計年度任用職員３名)体制としている。今後も現状ど
おりの職員体制での運営を計画しているが、業務の一部を民間委託するなど検討を重ね効率化を図る。

組織の見通し

料金収入の見通し

　令和２年４月分から令和５年６月分まで、新型コロナウイルス感染症対策として、旅館等各温泉施設に対する温泉使用料の2/3
減免を実施したため減収となったが、それ以降は減免前の水準で推移している。当事業の料金収入は、温泉使用料収入がほとん
どを占めており、権利者(温泉旅館等)数は同程度と予想されるため、現状のまま推移するものと見込んでいる。

施設の見通し

修繕・工事計画と更新費用見込み
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温泉使用料2/3減免

4～6月分の温泉使用料

2/3減免温泉使用料

1/3減免

温泉使用料

1/2減免

Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７ 計(単位:千円)

計(単位:千円) 120,711 86,704 207,563 214,598 18,000 16,530 17,500 24,700 18,000 24,700 749,006

10,000

50,0005,000 5,000 5,000 5,000 5,0005,000 5,000 5,000 5,000 5,000

1,000 1,000 1,000 1,000 1,0001,000 1,000 1,000 1,000 1,000

16,180

2,000 2,000

3,030 4,0001,030 1,030 1,030 2,060 4,000

5,000

2,000 2,000 2,000 6,000

4,500500

75,000

8,000 8,000

7,500 7,500 7,500 7,500 7,5007,500 7,500 7,500 7,500 7,500

8,132

11,200 11,200 11,200 11,200 44,800

2,033 2,033 2,033 2,033

5,610

181,000

第一配湯所　内外壁塗装
修繕

分湯弁修繕

各所修繕

配湯管高効率化改修工事
(改修工事)
配湯管高効率化改修工事
(実施設計委託)
配湯管高効率化改修工事
(管理業務委託)

源泉流量計トランスミッター交
換修繕
トランスミッター(温度・管内圧
力・流量)交換修繕

真空温水機

次亜塩素酸注入機及び
弁交換修繕

揚湯ポンプ・水位センサー交
換修繕
配湯ポンプ・加熱ポンプ
修繕

90,948 65,336 181,000
518,284

2,805 2,805



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　磐梯熱海温泉は、800年余の歴史を持ち、「萩姫伝説」により「美人の湯」として知られ、本市の観光振興に重要な役割を果たして
いる。今後も、施設や設備の適正な維持管理を行い、温泉の安定供給を継続しながら健全な経営を維持していく。

【熱海温泉事業所】
　施設の長寿命化を図るため、補修等を行いながら現状を維持する。

【配湯管・電気設備・機械設備等】
　２ヶ所の配湯所から集中管理方式により旅館等各温泉施設へ配湯を行うための配湯管について、環境省の補助事業(二酸化炭
素排出抑制対策事業費補助金)を活用するなど配湯管・電気設備・機械設備等の更新事業を行い、気候変動に対応したCO2削減
効果の高い設備の高効率化を図るとともに、適正な維持管理に努める。

　財源については、各旅館等温泉施設からの温泉使用料が主な収入源となっており、収支の均衡が保たれるよう年次計画を立て
ながら健全経営に努める。また、配湯管等の更新工事の実施においては、環境省の補助事業(二酸化炭素排出抑制対策事業費
補助金、補助率1/2)の活用を視野に入れ、新たな財源の確保に努めながら経営を行う。

　職員給与費については、これまで宿日直による休日・夜間の施設管理業務を機械化するなど経費縮減に取り組んできており、今
後においては、現状どおりの職員体制での運営を計画している。管理運営費や委託費についても、効率化を図りながら、現状と同
程度で維持できるよう努めていく。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

そ の 他 の 取 組 特になし

料 金 施設や設備の改修等により赤字が発生する見込みとなる際は、料金体系の変更を検討する。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数 利用者(権利者)数は現状どおりとする。

民 間 活 用 特になし

投 資 の 適 正 化

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 特になし

そ の 他 の 取 組
補助金等活用できる制度は、随時活用していく。
突発的な修繕工事等の発生により予算に不足が生じた場合は、熱海温泉事業特別会計予備費で対
応する。

繰 入 金 現在の収支計画上は、繰入金は発生しない見込みである。

特になし

委 託 料 特になし

管 理 運 営 費 特になし

職 員 給 与 費 特になし

そ の 他 の 取 組 特になし

企 業 債 特になし



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　各温泉施設への安定供給と施設の維持管理に努め、熱海地域の観光振興に資するため、事業を
継続する必要がある。

公営企業として実施する
必 要 性

  本市の観光振興に密接に関わっており、市が保有する源泉の適切な管理や温泉事業の安定性、
継続性及び受益者負担の原則や収支の均衡化が求められていることから、市直営で特別会計を設
け実施している。職員等の外部委託については、コストが高く現実的でないと判断したことから、現
行の経営体制・手法を継続する。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　投資・財政計画を中心に、毎年度、進捗管理を行い、実績と乖離がある場合には、経営戦略の改
定を行う。
　また、5年毎に経営戦略の見直しを行い、改定を行った際は、ウェブサイト上に公表し、速やかに周
知を図る。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区 分 （ 決 算 ） ( 決 算 )

1 (A) 97,577 124,220 106,936 105,002 108,681 105,847 105,771 106,278 105,676 105,575 105,002 105,002 105,002

（１） (B) 97,314 114,105 106,003 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880

ア 97,310 114,099 105,991 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879 104,879

イ (C)

ウ 4 6 12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

（２） 263 10,115 933 122 3,801 967 891 1,398 796 695 122 122 122

ア

イ 263 10,115 933 122 3,801 967 891 1,398 796 695 122 122 122

２ (D) 99,630 89,041 105,663 122,675 108,906 116,906 121,136 110,376 108,906 109,876 119,719 111,158 119,032

（１） 99,630 89,041 105,663 122,675 108,906 116,906 121,136 110,376 108,906 109,876 119,719 111,158 119,032

ア 19,753 19,664 29,656 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953 28,953

イ 79,877 69,377 76,007 93,722 79,953 87,953 92,183 81,423 79,953 80,923 90,766 82,205 90,079

（２）

ア

イ

３ (E) △ 2,053 35,179 1,273 △ 17,673 △ 225 △ 11,059 △ 15,365 △ 4,098 △ 3,230 △ 4,301 △ 14,717 △ 6,156 △ 14,030

1 (F) 45,400 32,600 90,500 90,500

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 45,400 32,600 90,500 90,500

２ (G) 115,810 40,816 8,965 94,981 70,174 183,033 185,838

（１） 115,810 40,816 8,965 94,981 70,174 183,033 185,838

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 115,810 △ 40,816 △ 8,965 △ 49,581 △ 37,574 △ 92,533 △ 95,338

（単位：千円，％）

令和１7年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和７年度
(決算見込)

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

令和１６年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区 分 （ 決 算 ） ( 決 算 )

（単位：千円，％）

令和１7年度
令和７年度
(決算見込)

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

(J) △ 117,863 △ 5,637 △ 7,692 △ 67,254 △ 37,799 △ 103,592 △ 110,703 △ 4,098 △ 3,230 △ 4,301 △ 14,717 △ 6,156 △ 14,030

(K)

(L) 559,844 441,981 436,344 428,655 361,401 323,602 220,010 109,307 105,209 101,979 97,678 82,961 76,805

(M)

(N) 441,981 436,344 428,652 361,401 323,602 220,010 109,307 105,209 101,979 97,678 82,961 76,805 62,775

(O)

(P) 441,981 436,344 428,652 361,401 323,602 220,010 109,307 105,209 101,979 97,678 82,961 76,805 62,775

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 97,314 114,105 106,003 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880 104,880

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金
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前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100 ）
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地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

101 86 100収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 98 140

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１7年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和７年度
(決算見込)

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)
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令和１６年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

88 8891 87 96


